
別 表 第 一 の 十 四 の 項 中 「 日 本 臨 床 検 査 標 準 協 議 会 」 を 「 一 般 社 団 法 人 検 査 医 学 標 準 物 質 機 構 （ 以 下

「 検 査 医 学 標 準 物 質 機 構 」 と い う 。 ） 」 に 改 め 、 同 表 十 五 の 項 か ら 十 七 の 項 ま で 及 び 十 九 の 項 か ら 二 十

三 の 項 ま で の 項 中 「 日 本 臨 床 検 査 標 準 協 議 会 」 を 「 検 査 医 学 標 準 物 質 機 構 」 に 改 め 、 同 表 二 十 五 の 項

中 「 有 限 責 任 中 間 法 人 Ｈ Ｅ Ｃ Ｔ Ｅ Ｆ （ 以 下 「 福 祉 ・ 医 療 技 術 振 興 会 」 と い う 。 ） 」 を 「 検 査 医 学 標 準 物

質 機 構 」 に 改 め 、 同 表 二 十 六 の 項 、 二 十 七 の 項 及 び 三 十 五 の 項 中 「 福 祉 ・ 医 療 技 術 振 興 会 」 を 「 検 査

医 学 標 準 物 質 機 構 」 に 改 め 、 同 表 三 十 六 の 項 中
「
福 祉 ・ 医 療 技 術 振 興 会

日 本 糖 尿 病 学 会

を
」

「
検 査 医 学 標 準 物 質 機 構

日 本 糖 尿 病 学 会
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」

に 改 め 、 同 表 三 十 八 の 項 中 「 福 祉 ・ 医 療 技 術 振 興 会 」 を 「 検 査 医 学
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イ 労働者の雇用の安定を重視して、適
正な職業紹介を行うほか、送出事業主
及び受入事業主の組合せを検討するこ
と
ウ 送出労働者について、送出事業主に
対し、労働保険及び社会保険に適正に
加入するよう促すこと
エ 求人者及び求職者並びに送出事業
主、受入事業主、送出労働者等からの
苦情について、適切な処理を図ること
等の措置が講じられるよう、事業主団体
に対して指導を行う。

~ 建設業務有料職業紹介事業及び建設業
務労働者就業機会確保事業の実施状況を
把握し、適切に指導監督を行うとともに、
送出労働者等からの申告に適切に対応す
る。
また、建設事業主、事業主団体、労働
者等に対して、制度の趣旨、送出事業主
及び受入事業主に課される使用責任の内
容、送出労働者等からの申告制度等につ
いて周知啓発を図る。

５ 雇用改善推進体制の整備
\ 建設事業主における雇用管理体制等の整
備
建設労働者の募集、雇入れ、技能の向上、
職業生活上の環境整備等に関する下請事業
主に対する指導等の元請事業主の役割が適
切に果たされるようにするとともに、雇用
管理研修の内容改善を図ることや自主的な
研修の実施を支援すること等により、建設
事業主における雇用管理体制を充実させ
る。

] 事業主団体等における効果的な雇用改善
の推進
専門工事業者団体等中小建設事業主団体
が行う自主的な雇用改善の取組の推進につ
いて引き続き啓発・指導を行う。
また、専門工事業者団体等中小建設事業
主団体の取組に対する支援を引き続き推進
し、雇用改善、若年労働者の確保等を図る。

^ 地域の実情を踏まえたきめ細かな雇用改
善の推進
地域における雇用改善の推進のための目
標の設定やその実現に向けての具体的な取
組を建設事業主やその団体等が共同して実
施することについて、必要な指導及び援助
を行うことにより、地域の実情を踏まえた
きめ細かな雇用改善を推進する。

_ 雇用改善の気運の醸成
雇用改善について相当の成果が見られる
事業所を優良事業所として表彰する制度等
を活用し、事業主の雇用改善に取り組む気
運の醸成に努める。

` 建設雇用改善助成金制度の活用及び建設
業の動向を踏まえた検討
建設雇用改善助成金制度について、建設
業におけるニーズを踏まえながら、継続的
な政策評価に基づき、見直しを行い、効率
的かつ効果的な運用を図る。
また、中小零細建設事業主による助成金
の積極的な活用に資するため、引き続き、
助成制度の周知徹底、申請手続の簡素化等
に努める。
さらに、産業構造の変化に応じた建設労
働対策が求められていることから、建設業
行政を所管する国土交通省等と連携し、建
設業の動向等を踏まえつつ、施策の抜本的
な検討を行う。

a 関係行政機関相互の連携の確保等
建設労働者の雇用改善について、都道府
県と都道府県労働局の連絡協議の場等にお
いて情報や意見の交換等を積極的に行う。
また、公共職業安定機関、建設関係行政
機関等で構成する「建設雇用改善推進会議」
の一層の活用等を図る。
なお、これまで建設雇用改善助成金の支
給業務等を実施してきた独立行政法人雇
用・能力開発機構の廃止後には、厚生労働
省において、引き続き関係業務が円滑に行
われるよう万全を期す。

b 雇用改善を図るための諸条件の整備
建設業における雇用改善を図るために
は、重層的下請構造、代金支払いに関する
慣行等の建設業における諸慣行や、近年の
競争の激化に伴うダンピング受注など、建
設業における生産の仕組みに関わる事項に
ついても建設業行政等を始めとする関係行
政機関による指導等を引き続き行うととも
に、関係事業主等においても、当該事項に
ついて理解を深め、適切な対応を行う必要
がある。
特に、価格競争の激化に伴うダンピング
受注が建設事業主の経営を圧迫し、建設労
働者の雇用及び賃金に悪影響を及ぼすこと
が懸念されている。

このため、法令で規定された安全対策の
実施や労働保険及び社会保険への適正な加
入など労働関連法令等の遵守に不可欠な経
費を始めとする労務関係諸経費の確保、適
正な工期の設定等について、引き続き、建
設業行政等を始めとする関係行政機関によ
る指導等により、関係事業主等において建
設労働者への適切な対応を行うことによ
り、雇用改善を推進する。
また、ダンピング対策の充実、年間を通
じた工事量の平準化をできる限り進めるな
ど、建設労働者の適正な労働条件の確保に
資する公共工事の発注を推進するための方
策について、各発注者の理解と協力を得て
進める必要がある。

６ 外国人労働者問題への対応
外国人建設技術者や外国に特有の建築又は
土木に係る技能を持つ労働者等の専門的・技
術的分野の外国人労働者の受入れについて

は、我が国の経済社会の活性化や一層の国際
化を図る観点から、より積極的に推進するこ
ととするが、いわゆる単純労働者の受入れに
ついては、国内の労働市場にかかわる問題を
始めとして我が国の経済社会と国民生活に多
大な影響を及ぼすこと等から、国民のコンセ
ンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応するこ
とが不可欠である。
以上の基本方針の下、外国人労働者の就労
環境の整備を図るため、公共職業安定機関の
外国人求職者等に関する職業紹介、職業相談
機能・体制の一層の整備・充実に務め、雇用
管理の改善を図るための事業主への指導、援
助等の一層の充実を図るとともに、労働基準
関係法令等に基づき外国人労働者の労働条件
及び安全衛生の確保を図る。
また、不法就労等の防止のため、関係行政
機関との連携・協力の下、事業主への啓発・
指導等的確な措置を講ずる。

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 八 十 二 号

薬 事 法 （ 昭 和 三 十 五 年 法 律 第 百 四 十 五 号 ） 第 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 薬 事 法 第 十 四 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 厚 生 労 働 大 臣 が 基 準 を 定 め て 指 定 す る 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 平 成 十 七 年 厚 生 労 働 省 告 示 第

百 二 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

平 成 二 十 三 年 三 月 二 十 九 日 厚 生 労 働 大 臣 細 川 律 夫

た だ し 書 中 「 も の 」 の 下 に 、「 又 は 放 射 性 医 薬 品 の 製 造 及 び 取 扱 規 則 （ 昭 和 三 十 六 年 厚 生 省 令 第 四 号 ）

第 一 条 第 一 号 に 規 定 す る 放 射 性 医 薬 品 に 該 当 す る も の 」 を 加 え る 。
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